
公文書は政策決定の経緯を記録することで、行政の透明性を高め、健
全な民主主義を支えるのが目的。それだけに、行政の情報は原則とし
て公開される前提で、適正に記録・管理すべきです。しかし、文京区
は政策の決定過程の経緯を記録して残していない、というケースがあ
ります。取材をしても「なぜ」残していないか、明快な答えを得られ
ません。

● あなたとあなたの大切な人の生命を守る住まい
　耐震化していない住宅の約７割が６５歳以上の高齢者と言われています。年金で暮
らす方も多い中、耐震補強すれば資金的に今後の生活がひっ迫する。大きな地震が来
ないことを願うばかり…という世帯も少なくありません。
● 「事前復興」の考え方で手厚い補助制度を
　災害に対する施策は、福祉的にやるだけでなく、災害が起き
てから多額のコストや時間をかけるよりも、災害前の「平時」
にこそ、誰もが安心して暮らせるように、「事前復興」という考
え方で、手厚い補助制度の導入が重要です。火災延焼等の被
害防止等、地域の安全確保にもつながります。「手厚い補助制
度」の仕組みを構築し、災害に強いまちづくりに向けた取組み
に踏み出す時期に来ていると考えます。

　能登半島地震で死因が公表されている約８割は「家屋の倒壊」であり、耐震化の
重要性が指摘されています。

　区内の障害者施設の数がそもそも少ないのですが、災害時は支援者自身も被災者
となり、障害者を支援できる人手が少なくなります。平時から支援者も含む体制整
備が重要です。障害者も過ごしやすい避難所設計と共に、被災した障害者を受け入
れるグループホームの増設や、障害者施設の職員の給与、さらには、文京区内に住
居を確保する補助金にも力を入れるべきです。
● 行政の仕事を継続する…そのための備え
　区の職員も被災者になります。平時から他自治と提携し、役割分担を明確にして
おくことが重要です。また、職員が宿泊、休息できる場所の確保など、現在進めて
いるシビックセンター改修の中で考えて行く事も求めていきます。

小日向小・幼の建て替え工事は８年間も！？

障害者に配慮した避難所は少ない

政策決定の記録なし !  文京区は民主主義を軽視 !?

「事前復興」で、平時から地震による人的・経済的被害を軽減！

● 小日向幼稚園の国有地移転が突如方針転換も記録なし

　
　小日向台町小学校・幼稚園の建替え工事は困難を極め工事期間が長期化すること
から、保護者等からの改善を望む声に押され、区は、近隣の民間施設を借りあげ、幼稚
園の仮設園舎にすることを後追いで決定。が、そもそも、国に当初要望していた通り、
国有地を活用し幼稚園を移転していれば、賃料は安く抑えられ、空いた敷地を小学校
舎に活用でき、工事の期間も短縮できた可能性が高いです。しかし、「改築工事をや
りやすくするために幼稚園を移転する」という、至極真っ当な計画は消えました。な
ぜ、移転をやめたのか、その理由を記録するものは何もありません。

● 本気で声を聴く気なし !?
　文京区では重要な政策や計画を定める際、関連資料や案を公表し、区民から意見を
募集（パブコメ）をしています。意見は十分に考慮、反映すべきですが、区の回答は、
「やっています」の列挙で、「貴重なご意見をありがとうございました」で終わりです。
区の最上位計画「文の京・総合戦略」はパブコメの締切からわずか２０日後には「素案」
を「案」にする等、意見を反映する気がないことがわかります。区民との協働による
開かれた区政の推進にはほど遠い区民参画の実態です。早急な改革を求めます。
● 子どもの意見表明権　子どもの意見を！
　区には、子どもの意見尊重をうたった「こども基本法」に則した区政を行う責務
があります。以下のパブコメ以外は子どもの意見を取り入れる努力が乏しい実態
が見えます。子どもは時代を共に生きるパートナーであり次代の担い手。その声
を聴かずに、誰一人取り残さない文京区は創れません。

パブリックコメント（パブコメ）はアリバイ作り !?

子どもたち自身が「より良い環境のために意見を伝えることで社会を
変えていける」と実感できている社会を目指すことは、民主主義の担
い手を育てることにもつながります。社会を構成する一員として、政
策決定プロセスに参加する機会は、日頃から目の前の情報をキャッチ
し、自分の頭で考え、判断していく力を育み、将来の政治参加を促す
こともできると思います。

長期に渡り児童の学習環境に大きく影響する事業です。工事の困
難性がわかりながら、誰が幼稚園の移転をやめさせたか、わから
ないのは異常事態です。区に説明責任を求めていきます。

2015年	 �国からの小日向２丁目国有地活用意向の照会に対して
文京区は小日向台町小・幼稚園の改築工事は困難を極
めることから、利用用途として特別養護老人ホーム（特
養）の整備とともに、区立幼稚園移転整備を回答

2020年1月	 �国有地の活用計画概要（案）も作成。
　　　　　　　その後、幼稚園を移転させる計画がなぜか立ち消え、　
　　　　　　	 その経緯については一切記録なし
2020年6月	 �突如　特養と育成室等に方針転換

文京区の憲法、文京区自治基本条例で区民参画を約束をしています。
（区民の権利） 第８条 �区民は、地域社会の一員として協働・協治の社会の実現に参画する権

利を有する

区内住宅の耐震化率９２．０％

耐震化アドバイザー派遣事業

耐震が不十分な建物＝３７５１棟
木造
非木造

2000年６月１日以前の建築物
１９８１年５月３１日以前の建築物 

耐震性確認が
必要な目安

文京区の耐震化状況

ステップ１

ステップ2

ステップ3

専門家への相談 

耐震診断

耐震補強工事

木造（8割・上限１０万円、高齢者等居住１０割・上限２０万円）　
分譲マンション（5割・上限１５０万円）

木造（5割・上限１２０万円、高齢者等居住7.5割・上限２４０万円）　
分譲マンション（5割・上限２０００万円）

一階がピロティ状など
１階が店舗・駐車場等で耐力壁がない等

平面的・立体的に不整形な建物
地震で力がかかる箇所が耐力不足だと
局所的な崩壊の危険

耐力壁の位置が偏っている・・・
南側に窓が多い、道路に面して壁が少ない等　

建物の図面確認と目視調査を実施し、耐震診
断や改修に関する助言や工事にかかる費用説
明を提供します。区の助成金や耐震化手順、事
例紹介も行います。

耐震ベッド・耐震シェルター
ベッドの置かれた空間のみの補強や、住宅が
崩壊しても安全な空間を確保。助成金（5割・上
限２０万円、高齢者等居住：7.5割・４０万円）。

まずは、耐震の相談（無料）！！ 03-5803-1846

耐
震
性
が
低
い
！

耐震補強するには？

耐震性＝耐力壁・壁の量・壁の配置等で決まる 耐震補強するには？

助成金

助成金

無料

無料

地域整備課
耐震・不燃化担当

（令和元年度末）

少中学生向けの動画配信 文京区が目指すまちの将来の姿
～文京区都市マスタープラン2024（素案）～ YouTube

賃貸住宅で生活を
される方も、耐震
補強がされた住宅へ
移転したいときには、
助成を受けられます。

文京区
移転費用等
助成

建物の耐震化・耐震診断　

連
絡
先

電話 ０８０-３０２７-２７５８
 ０３-５８０３-１３21（政策チームAGORA控室）
住所 文京区小石川4-14-24-107

atsukok@abelia.ocn.ne.jp

海津敦子新聞

所属委員会 ◆ 総務区民委員会／災害対策調査特別委員会

あなたの　  に間に合うように
い ま

子育て・教育・福祉の専門性をもってより良い文京区を

Vol.25 2024年 新年度号

文京区議会議員 無所属・会派「政策チーム AGORA」 facebook ブログ LINEホームページ

海津敦子

区政の
相談室

学校、子育て、介護、ご近所等々、気軽にご相談
ください。一人で、家族だけで抱えて悩んでいる
と迷路へ入ってしまうことがあります。あなた
の「今」に間に合うように解決策を共に考えて
いきます。ご相談に応じ専門家と連携します。 

徹底的に区民目線で

区政をチェック！

1961年生まれ　共立女子大卒　1983年テレビ朝日入社　1992年退社後フリーで活動　著書 「先生　親の目線でお願いします」（学研教育出版）他多数　2011年文京区議初当選プロフィール



　不登校や障害のある子などの支援に迅速に対応するためには、教員と専門職
の連携が欠かせません。スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラー
に加えて、作業療法士や言語聴覚士、学校図書館司書などの専門職を常駐さ
せ、子どもを真ん中に連携すれば、子どもの多面的なニーズに対応できます。
　チームとして学校が動けば、子どもの声を大切にし、彼らの得意なことを活
かし、苦手なことにも工夫を凝らせます。また、家庭環境にも目配りし、教員
の負担を軽減します。不登校の増加等に対し、子どもたちが楽しく学べる学
校へのアップデートが急務です。専門職の力を活用することで、子どもたち
の知的好奇心を満たす環境を整えることも可能です。

　小学校学習指導要領には、「異性への関心も芽生えることについて理解できる
ようにする」と記載されていますが、同性を好きになることや、「トランスジェン
ダー」（生物学的性と自認する性別が異なる人）等、性的マイノリティについての
記述はありません。
　民間の調査によれば、1クラスに2、3人当事者がいる計算となります。当事者
の子どもにすれば、自分に当てはまる情報がないままに授業が進めば、自分は「普
通じゃない」というような疎外感を味わうことも考えられます。
● 子ども誰ひとり傷つけないために　「好き」の形は色々
　社会同様に、学校の中にも色々
な性の子どもがいます。教科書や
授業の中でLGBTQの存在を無視
すれば、「性的マイノリティの存在
は社会的には認められないのだ」
という誤ったメッセージを送るこ
とになります。LGBTQの子ども
は排除された思いを抱き、自分の
本当の気持ちを語れば、いじめら
れ差別を受けると恐れを抱かせ孤
立させてしまうかもしれません。
また、周囲の子どもたちは、偏見や
差別を持つことにもつながる可能
性があります。

	 	 	

　　　

　昨年度の大幅な法改正で不
同意性交罪が新設され、「同意
してたはず」は通用しません。
子どもを性被害から守る性教
育が急務です。令和５年度か
ら学校で始まった「命の安全教
育」では、「性犯罪の加害者にならない。被害者にならない。傍観者にならない。」
という目標を掲げていますが、不十分で実効性への疑問が。さいたま市は、学校の
「命の安全教育」は、「性交」について扱わないため、「充実した性教育とは言えませ
ん」との見解を出しています。性への無知で生じる問題は深刻です。

　包括的性教育は、性に関する知識だけでなく、人間関係、性の多様性（性自認、
性的指向）、ジェンダー平等、幸福など、幅広いテーマを含む「人権教育」です。性
行為による妊娠の可能性や、避妊やパートナーとの性的同意が必要なことなど、
正しい性の知識をすべての子どもが学ぶべきです。家庭任せにしては子どもの知
識に格差が生まれます。学校での包括的性教育の学びを通じて、子どもや若者が
責任ある選択をできるよう育ち、歪んだ情報に流されず、だれもが性の加害者にも
被害者にも傍観者にもならない地域社会の実現に尽くします。

 
	
 
　
　

　文京区の子どもたちの不登校の主な要因を学校側のみを対象にした調査では、
「無気力·不安」が小学校39.9％、中学校53.0％と最も多いとされています。しか
し、文科省が不登校を経験した小中高生や担任等に要因を尋ねた委託調査では、い
じめ被害や教員の態度・指導方法等が大きな要因として挙げられ、学校側の受け止
めとのギャップが明らかになっています。NPOの調査からも、学校側が考える要
因と実態には格差があることから、子どもの本音を知らなければ、適切な支援も、子
どもたちにとって魅力ある学校にもならないことを訴えてきました。しかし、実態
は、学校側が考える要因「無気力、不安」を子ども本人、家庭の問題と捉える傾向が
強く、子ども自身とのギャップを埋めるまでには至っていません。

● 子どもの学ぶ権利を奪う
　ある学校では、不登校の子どもに対応する人手不足を理由に、「担任の空きがあ
るときなら登校してもいいですよ」と保護者に伝えた事例があります。この対応
は、子どもの学ぶ権利を侵害し、教育機会確保法に基づく学校の責務を放棄して
います。教育委員会は、「人手の有無に関係なく、子どもの学ぶ権利を保障するこ
とが重要である」と述べ、校長会でも繰り返し強調しています。しかし、学校現場
の意識とのギャップがなぜ埋まらないのか、校長のリーダーシップの欠如など、課
題が残されています。

● 不登校対応で学校格差広がる？
　令和５年度から、区立小中学校の中に、教室に入らなくても学びを保障してい
こうと、いわば「校内フリースクール」とも言える「学びの架け橋」、 不登校や登校
しぶりの子どもたちの居場所の提供を開始しました。

　児童数増加により、学級数分の教室を確保するだけでいっぱいの学校は、整備
が困難です。改築したばかりの誠之小でも教室不足が深刻で整備が難しい状況で
す。改築中の柳町、明化小も同様で小日向台町小の改築計画には整備の明記すら
していません。行政は「しょうがない」と言いますが、お金をかければ、ハード面を
適切に整備できます。子どもの学ぶ権利を「しょうがない」で片づけるべきではあ
りません。学校格差を埋めるのも行政の責務です。

性の多様性　学校教育に欠けてる視点 増え続ける文京区の不登校　学校側の意識が課題

子どもを性被害から守るための教育

家庭任せにしない！求められる包括的性教育

差別されない権利、最善の利益を守られる権利、命を守られ成長する権利、意見表明する権利。安心して過ごせる場所であるからこそ自己表現ができる。
子どもを誰ひとり取り残さない 教育現場に求めること

子どもの思いを時間をかけて引き出し、子どもにとって魅力あ
る学校づくりに舵を切ってほしいです。個々の子どもの状況に
応じて「学ぶ権利」を保障することは教育機会確保法の観点か
らも重要です。「学ぶ権利」を守る体制整備に、教育センター（不
登校の所管）が消極的であることに問題を感じます。

あふれる性情報に現状は···
●SNSを使った性被害の激増　
●予期しない妊娠·出産、中絶する子の増加
●性暴力や性虐待

予期しない妊娠の予防や性のトラブル回避には、正しい性の知識を
十分に得ることが大切です。困難な事態に遭遇した時や不安を抱え
たときに大人を信じて相談できるよう、日ごろから子どもの意見や
気持ちに耳を傾け、信頼関係を築く学校であることが重要です。

　教員は、教科書に書かれた「異性への関心が（中略）気持ちが強く
なったりする人もいます」の「も」を重要視し、同じ教科書の中でも
「性の多様性」を子どもたちに伝えることは可能であり重要です。例
えば、LGBTQの方たちの新聞記事や様々な体験をもとに、「自分と
は違う他者の生き方も尊重する心」を育む授業つくりができる研修
が不可欠です。
　子どもたちは、自分が排除されずに大切にされている安心感があ
る学校であってこそ、自己表現ができていきます。教職員は、知らな
いうちに「子どもの心を踏みつけてしまうかもしれない」というアンテ
ナを張って、子どもたちと向き合う学校であることを求めていきます。

LGBTQや性被害などについて
悩んだり、不安があれば 男女平等センター相談室

継続

新規
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＜参照元＞
文京区立小３・４年生
保健の教科書（学研）より

38

45

教育機会確保法は、全ての子どもが適切な教育を受けられるよ
うにするための法律です。子どもの学ぶ権利を守るべき立場に
ありながら、その機会を奪う学校では信頼を得られません。

令和６年度
「学びの架け橋」
整備状況

区「やってるつもり」・・・では問題！チーム学 校の実 現
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10校

20校

（第一、第八、第九、文林、茗台、本郷台中）

（青柳、窪町、千駄木、本郷、金富、汐見小）

中学校

小学校


